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(ＴＥＬ　082－278－6161）

　　　　　「内部統制システム整備の基本方針」　の改定について

   当社は、平成２７年５月１２日開催の取締役会において、「内部統制システム整備の基本方針」を一部改定

することを決議いたしましたので、お知らせいたします。

　　　　　　　　　　内部統制システム整備の基本方針

　 当社は、会社の永続的な成長・発展のため並びに株主・顧客の方々からの支援を得、信頼される企業経営を

実現させるため、法令及び定款を遵守するとともに業務の適正及び財務報告の信頼性を確保することを目的と

して、内部統制システムを整備する。

１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1) 取締役は、毎月３回開催する経営会議において経営に関する課題を検討し、定期的に開催する取締役

会で経営に関する課題について決定する。(なお、重要案件が生じた場合には、必要に応じて臨時取締

役会を開催する。)

(2) 取締役は、取締役会で決定した「内部統制」に関する基本方針に従い運用しているかを監督するととも

に業務の改善等によるシステムの変更が生じた場合、必要に応じて見直しを行う。

(3) 取締役は、財務情報その他会社情報を適正かつ適時に開示するために必要な体制を整備する。

(4) 当社グループは、社会の秩序や企業活動を脅かす反社会的勢力との関わりを一切持ちません。また、

そのような団体、個人から不当な要求を受けた場合には、警察等関連機関とも連携し、毅然とした態度

で対応します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
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２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1) 各文書の保存及び管理は別に定める文書規定に従い運用実施し、必要に応じて運用状況の検証、見

直し等を行う。

(2) 各会議事務局は議事録(株主総会議事録・取締役会議事録・経営会議議事録等)　を作成し保管する。

(3) 取締役・監査役は、常時、これらの文章を閲覧できるものとする。

３．損失の危機の管理に関する規定その他の体制

(1) 検査部を代表取締役社長直轄(代表取締役社長が任命した取締役または執行役員がその補助の任に

当たる場合がある。)とし、独立した立場から監査を実施し、その結果について代表取締役社長及び監査

役に報告する。

(2) 品質保証部を代表取締役社長直轄(代表取締役社長が任命した取締役または執行役員がその補助の

任に当たる場合がある。)とし、独立した立場から品質検査等を実施し、その結果について代表取締役社

長及び監査役に報告する。

(3) 当社グループにて不測の事態が生じた場合、コンプライアンス委員会及び環境・品質・災害のリスクにつ

いてはＦＲＡ(福留ハムリスクマネジメントアクション)を開催し重要課題に対応する。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 中期経営計画及び年度経営計画を定め、達成すべき目標を明確にする。

(2) 当社は、毎月３回開催する経営会議及び定期的に開催する取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役

会を開催する。また、毎月年度経営計画の進捗を確認する営業部経営会議及び各事業部経営会議を開

催し、目標達成を図る。

(3) 職務の執行に関する権限及び職責等については、「業務分掌規定」、「職務権限規定」、「業務マニュア

ル」等の社内規定により、各役職員の権限と責任を明確化し、効率的な職務の執行が行える体制を確

保する。

５．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1) グループ会社における業務の適正を確保するため、グループ全体のリスク管理等は検査部による監査、

品質保証部による品質検査等及総務支援部がコンプライアンス委員会規定に基づき関係部署との連携

を図り管理する。

(2) 検査部は、定期的に子会社の内部統制の状況等について監査を実施し、その結果を代表取締役社長

に報告する。

(3) 当社の役員及び執行役員を子会社の役員に就任させることにより、当社が子会社の業務の適正を監視

できる体制とする。

６．監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項

　 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、取締役会は監査役と協議の上、監査

役を補助すべき使用人を置くものとする。

また当該使用人は、監査役から監査業務に必要な命令を受けた場合は、取締役からの指揮命令、制約を受け

ないものとする。
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７．監査役会又は監査役への報告に関する体制

(1) 当社グループの取締役及び使用人は、会社の業績に重大な影響を及ぼす恐れがある事実、あるいは

会社に著しい損害を及ぼす恐れがある事実を発見したときは、直ちに監査役に報告する。

(2) 監査役は、定例及び臨時の取締役会、毎月開催する経営会議に出席する他、重要な会議にも出席し、

必要に応じて当社グループの取締役及び使用人に対して、業務執行状況等に関する報告を求めること

ができる。

(3) 監査役への報告を行った者が、当該報告をしたことを理由にして不利な取り扱いを受けることを禁止し、

その旨を役職員に周知徹底する。

(4) 監査役が職務の執行について生じる費用の前払いまたは償還を請求した時は、監査役の職務執行に

必要でないと認められた場合を除き、速やかにこれに応じるものとする。

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1) 監査役は、会計監査人、検査部、グループ各社の監査役と情報交換に努めるとともに、連携して当社及

びグループ各社の監査の実効性を確保する。

(2) 監査役会は、代表取締役と定期的な会合を持ち、会社が対処すべき課題や監査上の重要事項等につ

いての情報・意見交換を行い、相互の意思疎通を図るよう努める。

(3) 監査役会は、会計監査人及び検査部との連携を図り、定期的に意見交換を行い、監査の実効性を確保

する。

９．財務報告の信頼性を確保するための体制

　財務報告の信頼性を確保し、金融商品取引法に規定する内部統制報告書の提出を有効かつ適正に行うた

め、内部統制規定に基づき財務報告に係る内部統制監査を行う。

以　　　　上　　　　　　
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